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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　希土類磁石材料となる粉末であって、RE-Fe-B系の主相（RE:Nd、Prの少なくとも一種）
と、該主相の周りにあるRE-X合金（X:金属元素）の粒界相からなる粉末を加圧成形して成
形体を製造する第１のステップ、
　前記成形体に異方性を与える熱間塑性加工を施して希土類磁石を製造する第２のステッ
プからなり、
　前記第２のステップにおける熱間塑性加工は、押出し加工をおこなって希土類磁石中間
体を製造し、希土類磁石中間体に対して据え込み加工をおこなって希土類磁石を製造する
２段階のステップからなり、
　押出し加工では、成形体をダイスに収容し、該成形体を押出しパンチで加圧して成形体
の厚みを減じながら押出して板状の希土類磁石中間体を製造するものであり、
　据え込み加工では、板状の希土類磁石中間体をその厚み方向に加圧して該厚みを減じて
希土類磁石を製造するものである希土類磁石の製造方法。
【請求項２】
　前記押出し加工での加工率は50～80%であり、前記据え込み加工での加工率は10～50%で
ある請求項１に記載の希土類磁石の製造方法。
【請求項３】
　押出し加工で製造された板状の希土類磁石中間体において、押出し加工の際の押出し方
向をL方向、押出し加工の際の押出し方向に直交する方向をW方向、L方向軸とW方向軸で形
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成される平面に直交する方向であって板状の希土類磁石中間体の厚み方向を容易磁化方向
であるC軸方向とした場合に、
　据え込み加工後の希土類磁石のW方向の残留磁化Br(W)と、L方向の残留磁化Br(L)の比で
表される面内異方性指数：Br(W)/Br(L)が1.2以下となるように据え込み加工時のL方向の
伸びとW方向の伸びを調整する、請求項１または２に記載の希土類磁石の製造方法。
【請求項４】
　据え込み加工時のW方向の伸び率とL方向の伸び率の比率：W方向の伸び率/ L方向の伸び
率が1～2.5の範囲となるようにL方向の伸びとW方向の伸びを調整する、請求項３に記載の
希土類磁石の製造方法。
【請求項５】
　据え込み加工時のW方向の伸び率とL方向の伸び率の比率：W方向の伸び率/ L方向の伸び
率が1～2.5の範囲となるように据え込み加工時の型の寸法を調整し、該型に希土類磁石中
間体を収容して据え込み加工をおこなう請求項４に記載の希土類磁石の製造方法。
【請求項６】
　据え込み加工時のW方向の伸び率とL方向の伸び率の比率：W方向の伸び率/ L方向の伸び
率が1～2.5の範囲となるように押出し加工にて製造された希土類磁石中間体のL方向軸とW
方向軸で形成される平面の寸法を調整し、据え込み加工をおこなう請求項４に記載の希土
類磁石の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、希土類磁石の製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ランタノイド等の希土類元素を用いた希土類磁石は永久磁石とも称され、その用途は、
ハードディスクやMRIを構成するモータのほか、ハイブリッド車や電気自動車等の駆動用
モータなどに用いられている。
【０００３】
　この希土類磁石の磁石性能の指標として残留磁化（残留磁束密度）と保磁力を挙げるこ
とができるが、モータの小型化や高電流密度化による発熱量の増大に対し、使用される希
土類磁石にも耐熱性に対する要求は一層高まっており、高温使用下で磁石の磁気特性を如
何に保持できるかが当該技術分野での重要な研究課題の一つとなっている。
【０００４】
　希土類磁石としては、組織を構成する結晶粒（主相）のスケールが3～5μm程度の一般
的な焼結磁石のほか、結晶粒を50nm～300nm程度のナノスケールに微細化したナノ結晶磁
石があるが、中でも、上記する結晶粒の微細化を図りながら高価な重希土類元素の添加量
を低減すること（フリー化）のできるナノ結晶磁石が現在注目されている。
【０００５】
　希土類磁石の製造方法の一例を概説すると、たとえばNd-Fe-B系の金属溶湯を急冷凝固
して得られた微粉末を加圧成形しながら成形体とし、この成形体に磁気的異方性を付与す
るべく熱間塑性加工を施して希土類磁石（配向磁石）を製造する方法が一般に適用されて
いる。
【０００６】
　この熱間塑性加工に関しては、これまで様々な技術の開示がある。一般的な熱間塑性加
工は、磁粉を成形した成形体（バルク体）をダイスに収容し、パンチで成形体を加圧する
据え込み加工によるものである。しかしながら、この据え込み加工では、加工された希土
類磁石において引張り応力が生じる最外周部位に必ずといってよいほど割れ（微小割れを
含む）が発生することが大きな問題となっている。すなわち、据え込み加工の場合におい
ては、希土類磁石の端面に作用する摩擦によって外周部が張り出し、このことによって引
張り応力が生じる。この引張り応力に対し、Nd-Fe-B系の希土類磁石は引張り強度が弱い



(3) JP 6044504 B2 2016.12.14

10

20

30

40

50

ことからこの引張り応力に起因する割れの発生を抑えることが難しく、たとえば加工率が
40～50%程度で割れが発生すると言われている。また、歪みの分布は残留磁化(Br)の不均
一さと等価であり、特に50%以下の歪み領域では残留磁化が著しく低く、材料歩留まりが
低くなっている。この問題を解決するために摩擦抵抗を低減することが考えられるが、熱
間で潤滑される従来の方法では液体潤滑による方法しかなく、開放系の据え込み加工では
適用が困難である。
【０００７】
　このように希土類磁石に割れが生じてしまうと、配向度を高めるために形成された加工
歪が割れた箇所で開放されてしまい、歪エネルギーを結晶配向に十分に向けることができ
なくなり、これが残留磁化の向上を妨げる理由となっている。
【０００８】
　そこで、このような据え込み加工の際に割れが生じるといった課題を解消するべく、特
許文献１～５には、成形体の全体を金属カプセル内に封入した後にこの金属カプセルを上
下のパンチで押圧しながら熱間塑性加工をおこなうことにより、熱間塑性加工の際に問題
となっている割れを解消しながら、希土類磁石の磁気的異方性を向上できると謳う技術が
開示されている。
【０００９】
　特許文献１～５で開示の技術では割れを解消できるとしているが、このように金属カプ
セルに封入する方法の場合には、冷却時に熱膨張の違いによって熱間塑性加工されてでき
た希土類磁石が金属カプセルによって強い拘束を受け、割れを生じさせてしまうことが知
られている。このように金属カプセルを使用した場合でも割れが生じてしまうという課題
を回避するべく、特許文献６には、多段階で据え込み加工をおこなうことで金属カプセル
を薄くし、このことによって金属カプセルによる拘束力を低減する方法が開示されている
。たとえば特許文献６では肉厚7mm以上の鉄板を用いた実施例の開示がある。しかしなが
ら、肉厚7mm以上の鉄板では割れを完全に防ぐ程度にまで厚みが薄くなったとは言い切れ
ず、実際に割れが生じることが知られている。さらに、据え込み加工後の磁石形状がニア
ネットシェープと言えず、仕上げ加工が全面必須となって材料歩留まりが低下することや
、加工費用の上乗せ等による加工費増大といったデメリットが大きい。
【００１０】
　また、従来技術に無い程度に成形体の全面に金属カプセルを覆うようにしてこの金属カ
プセルの肉厚を小さくしていった場合に、歪速度が１/sec以上ではカプセルが破れてしま
い、加工された希土類磁石には不連続な凹凸が生じて配向が乱れ、高い残留磁化が見込み
難くなってしまう。
【００１１】
　そこで、従来一般に適用されている据え込み加工に変わって、熱間塑性加工として押出
し加工を適用して成形体に歪みを付与する方法が考えられる。
【００１２】
　たとえば特許文献７には、予備成形体から押出し成形される永久磁石における押出し断
面のX方向の寸法を絞り、これと直交するY方向の寸法を拡げることにより、予備成形体に
対する永久磁石における押出し方向の歪みε1と、Y方向の歪みε2との歪み比ε2／ε1が0
.2～3.5の範囲となるよう押出し加工する方法が開示されている。なお、従来の押出し加
工は一般に円環状に押出すものであるが、特許文献７で開示の方法は板状に押出すもので
ある。
【００１３】
　すなわち、この方法は、圧縮方向とこれに垂直な方向の伸びを制御することで配向度を
高めるものであるが、実際にこのような直交方向の伸びを精緻に制御するための成形型の
形状は複雑なものとならざるを得ず、設備コスト増は必至となる。加えて、押出し加工は
進行方向に均一な歪みを導入できるが、成形型との摩擦面積が大きく、加工品はその中心
に低い歪み領域が形成され易い。この理由は、押出し加工は圧縮力とせん断力の付与のみ
によって加工を可能とするものであり、このことから引張りによる割れの発生を抑えるこ
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とができるものであるが、このことは逆に言えば、常に摩擦がかかっているために押出し
品の表面が高歪領域となり、中心が低歪領域となるためである。
【００１４】
　この押出し加工についてさらに言及するに、たとえばNd-Fe-B系の希土類磁石を熱間塑
性加工によって結晶配向させるに当たり、800℃近い温度で200MPa程度の力が作用するこ
とから、高温高強度の材質の成形型が要求される。たとえば、インコネルや超硬などが成
形型の素材として好適であるが、これらの超硬素材金属はいずれも難削材であり、加工コ
ストが大きな負担となる。また、特許文献７で開示の技術のように板状に押出す押出し加
工においては、その形状ゆえに押出し品の角部への応力集中が円環状の押出し品と比較し
て大きくなり、成形型の耐久性が低下して一つの成形型で生産できる量が少なくなってし
まい、このことも加工コスト増の要因となる。実際に、特許文献７で開示の技術に関して
は、加工品の性能向上が謳われているものの、押出し形状は三次元的な複雑形状であり、
金型を分割しなければ加工できないことから、加工コストの増加はより顕著なものとなる
。
【００１５】
　以上のことより、熱間塑性加工を経て希土類磁石を製造するに当たり、加工コストを増
加させることなく、製造される希土類磁石の全領域おいて良好に歪みが齎され、配向度が
高く、もって残留磁化の高い希土類磁石を製造することのできる製造方法の開発が切望さ
れている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１６】
【特許文献１】特開平２－２５０９２０号公報
【特許文献２】特開平２－２５０９２２号公報
【特許文献３】特開平２－２５０９１９号公報
【特許文献４】特開平２－２５０９１８号公報
【特許文献５】特開平４－０４４３０１号公報
【特許文献６】特開平４－１３４８０４号公報
【特許文献７】特開２００８－９１８６７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１７】
　本発明は上記する問題に鑑みてなされたものであり、熱間塑性加工を経て希土類磁石を
製造するに当たり、加工コストを増加させることなく、製造される希土類磁石の全領域に
おいて良好に歪みが齎され、配向度が高く、もって残留磁化の高い希土類磁石を製造する
ことのできる希土類磁石の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　前記目的を達成すべく、本発明による希土類磁石の製造方法は、希土類磁石材料となる
粉末であって、RE-Fe-B系の主相（RE:Nd、Prの少なくとも一種）と、該主相の周りにある
RE-X合金（X:金属元素）の粒界相からなる粉末を加圧成形して成形体を製造する第１のス
テップ、前記成形体に異方性を与える熱間塑性加工を施して希土類磁石を製造する第２の
ステップからなり、前記第２のステップにおける熱間塑性加工は、押出し加工をおこなっ
て希土類磁石中間体を製造し、希土類磁石中間体に対して据え込み加工をおこなって希土
類磁石を製造する２段階のステップからなり、押出し加工では、成形体をダイスに収容し
、該成形体を押出しパンチで加圧して成形体の厚みを減じながら押出して板状の希土類磁
石中間体を製造するものであり、据え込み加工では、板状の希土類磁石中間体をその厚み
方向に加圧して該厚みを減じて希土類磁石を製造するものである。
【００１９】
　本発明の製造方法は、熱間塑性加工において、押出し加工、据え込み加工の順に熱間塑
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性加工をおこなうことで、押出し加工の際に生じ易い押出し加工品（希土類磁石中間体）
の中央領域の低歪み領域に対し、次の据え込み加工によって高い歪みを付与することで、
製造される希土類磁石の全領域に対して良好に高歪みを付与することができ、もって配向
度が高く、残留磁化の高い希土類磁石を製造することができるものである。
【００２０】
　本発明の製造方法は、第１のステップとして、希土類磁石材料となる粉末を加圧成形し
て成形体を製造する。
【００２１】
　ここで、本発明の製造方法が製造対象とする希土類磁石には、組織を構成する主相（結
晶）の粒径が200nm以下程度のナノ結晶磁石は勿論のこと、粒径が300nm以上のもの、さら
には粒径が1μm以上の焼結磁石や樹脂バインダーで結晶粒が結合されたボンド磁石などが
包含される。中でも、最終的に製造される希土類磁石の主相の平均最大寸法（平均最大粒
径）が300～400nm程度かそれ以下となるように熱間塑性加工前の段階の磁粉の主相の寸法
が調整されているのが望ましい。
【００２２】
　液体急冷にて微細な結晶粒である急冷薄帯（急冷リボン）を製作し、これを粗粉砕等し
て希土類磁石用の磁粉を製作し、この磁粉をたとえばダイス内に充填してパンチで加圧し
ながら焼結してバルク化を図ることで等方性の成形体を得る。
【００２３】
　この成形体は、たとえばナノ結晶組織のRE-Fe-B系の主相（RE:Nd、Prの少なくとも一種
で、より具体的にはNd、Pr、Nd-Prのいずれか一種もしくは二種以上）と、該主相の周り
にあるRE-X合金（X:金属元素）の粒界相からなる金属組織を有している。
【００２４】
　第１のステップにて製造された成形体に対し、第２のステップにて異方性を与える熱間
塑性加工を施すことによって配向磁石である希土類磁石を製造する。
【００２５】
　第２のステップは、押出し加工をおこなうことで希土類磁石中間体を製造し、次にこの
希土類磁石中間体に対して据え込み加工をおこなうことで希土類磁石を製造する２段階の
ステップから構成されている。
【００２６】
　押出し加工では、第１のステップにて製造された成形体をダイスに収容し、成形体を押
出しパンチで加圧して成形体の厚みを減じながら押出して板状の希土類磁石中間体を製造
する。この押出し加工においては、大きく２つの加工形態がある。その一つの加工方法は
、板状の中空を有する押出しパンチを使用し、この押出しパンチで成形体を加圧して成形
体の厚みを減じながら押出しパンチの中空に成形体の一部を押出して板状の希土類磁石中
間体を製造する加工方法であり、いわゆる後方押出し方法（パンチの押出し方向と逆の方
向に成形体を押出しながら希土類磁石中間体を製造する方法）によるものである。一方、
他の一つの加工方法は、板状の中空を有するダイスを使用してこのダイスに成形体を収容
し、中空を具備しないパンチで成形体を加圧して成形体の厚みを減じながらダイスの中空
から成形体の一部を押出して板状の希土類磁石中間体を製造する加工方法であり、いわゆ
る前方押出し方法（パンチの押出し方向に成形体を押出しながら希土類磁石中間体を製造
する方法）によるものである。いずれの方法であっても、この押出し加工では、押出しパ
ンチにて加圧されてできた希土類磁石中間体において、この押出しパンチによる加圧方向
と垂直な方向に異方性が生じてくる。すなわち、押出しパンチの有する板状の中空におけ
る板状の厚み方向に異方性が生じる。
【００２７】
　この段階で製造される希土類磁石中間体は、その中央領域において外側領域に比して低
い歪み領域となっていることから異方性が不十分である。
【００２８】
　そこで、押出し加工にて押出されてできた板状の希土類磁石中間体において、異方軸方
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向となっている希土類磁石中間体の厚み方向に該希土類磁石中間体を加圧する据え込み加
工をおこなう。このことにより、希土類磁石中間体の厚みを減じてその中央の低歪み領域
に良好に歪みを付与して中央の異方性を良好なものとし、全体的に異方性が良好で残留磁
化の高い希土類磁石が製造される。
【００２９】
　また、本発明による希土類磁石の製造方法の好ましい実施の形態として、押出し加工で
の加工率が50～80%であり、据え込み加工での加工率が10～50%である形態を挙げることが
できる。
【００３０】
　上記する二種類の加工における加工率の数値範囲は本発明者等の検証によって特定され
たものである。押出し加工においては、加工率が50%より低いと押出し時点での残留磁化
が低いため、次の据え込み加工における加圧量を大きくせざるを得なくなり、結果として
製造された希土類磁石の外周に割れが生じ易くなる。一方、加工率が80%を超える範囲で
は押出し加工の際の歪みが大きすぎるために結晶組織に割れが生じ易く、結果として残留
磁化が低下し易い。これらの検証結果より、押出し加工の際の加工率の上下限値が規定さ
れている。
【００３１】
　一方、据え込み加工においては、加工率が10%未満では希土類磁石中間体の中心に歪み
を十分に付与することができず、結果として全体的に高い残留磁化を有する希土類磁石を
得られ難い。また、加工率が50%を越えると製造された希土類磁石の外周において引張り
応力に起因した割れが生じ易い。これらの検証結果より、据え込み加工の際の加工率の上
下限値が規定されている。
【００３２】
　なお、第２のステップにて製造された希土類磁石（配向磁石）に対し、Nd-Cu合金、Nd-
Al合金、Pr-Cu合金、Pr-Al合金等の改質合金を粒界拡散し、保磁力が一層高められた希土
類磁石としてもよい。Nd-Cu合金の共晶温度は520℃程度、Pr-Cu合金の共晶温度は480℃程
度、Nd-Al合金の共晶温度は640℃程度、Pr-Al合金の共晶温度は650℃程度であり、いずれ
もナノ結晶磁石を構成する結晶粒の粗大化を齎す700℃～1000℃を大きく下回っているこ
とから、希土類磁石がナノ結晶磁石の場合に特に好適である。
【００３３】
　また、希土類磁石材料となる粉末のRE-Fe-B系の主相（RE:Nd、Prの少なくとも一種）に
関し、REの含有割合が29質量%≦RE≦32質量%であり、製造された希土類磁石の主相の平均
粒径が300nm以下であるのが好ましい。
【００３４】
　REが29質量％未満では熱間塑性加工時に割れが生じ易くなり、配向性が極めて悪くなる
こと、REが32質量％を越えると熱間塑性加工の歪みは軟らかい粒界で吸収されてしまい、
配向性が悪くなる上に主相率が小さくなるために残留磁化が小さくなることによるもので
ある。
【００３５】
　また、本発明による希土類磁石の製造方法の好ましい実施の形態として、押出し加工で
製造された板状の希土類磁石中間体において、押出し加工の際の押出し方向をL方向、押
出し加工の際の押出し方向に直交する方向をW方向、L方向軸とW方向軸で形成される平面
に直交する方向であって板状の希土類磁石中間体の厚み方向を容易磁化方向であるC軸方
向とした場合に、据え込み加工後の希土類磁石のW方向の残留磁化Br(W)と、L方向の残留
磁化Br(L)の比で表される面内異方性指数：Br(W)/Br(L)が1.2以下となるように据え込み
加工時のL方向の伸びとW方向の伸びを調整するものである。
【００３６】
　希土類磁石の容易磁化方向（C軸方向）に異方性を付与するべく、このC軸方向に直交す
る平面を規定するL方向軸とW方向軸の双方の軸方向の異方性を無くす、もしくは可及的に
少なくすることが本実施の形態の製造方法である。
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【００３７】
　L方向は押出し加工の際の押出し方向であり、したがって、押出し加工によって製造さ
れた希土類磁石中間体においては、W方向への伸びはごく僅かであるのに対してL方向への
伸びは大きい。そのため、希土類磁石中間体において、L方向の磁気特性は大きく改善さ
れる一方でW方向の磁気特性の改善は少ない。
【００３８】
　そこで、押出し加工に続く据え込み加工（鍛造加工）において、今度はL方向への伸び
に対してW方向への伸びを大きくすることにより、製造された希土類磁石のL方向の磁気特
性とW方向の磁気特性を同程度とすることができ、L方向軸とW方向軸で形成される面内の
異方性を無くすことができ、結果としてこのL方向軸とW方向軸で形成される面に直交する
容易磁化方向（C軸方向）の異方性を高め、希土類磁石の残留磁化：Brを向上させること
ができる。
【００３９】
　本発明者等の検証によれば、W方向の残留磁化：Br(W)と、L方向の残留磁化：Br(L)の比
で表される面内異方性指数：Br(W)/Br(L)が1.2以下となるように据え込み加工時のL方向
の伸びとW方向の伸びを調整することにより、高いC軸方向の残留磁化が得られることが特
定されている。
【００４０】
　なお、面内異方性指数：Br(W)/Br(L)が1.2以下となるような据え込み加工時のW方向の
伸び率とL方向の伸び率の比率：W方向の伸び率/ L方向の伸び率が1～2.5の範囲となるこ
とも特定されている。
【００４１】
　ここで、据え込み加工時のW方向の伸び率とL方向の伸び率の比率：W方向の伸び率/ L方
向の伸び率が1～2.5の範囲となるように据え込み加工時のL方向の伸びとW方向の伸びを調
整する方法の実施の形態として、製造される希土類磁石中間体を収容して据え込み加工を
おこなう際の型の寸法を調整しておき、上記比率となるような寸法の型を使用する方法を
挙げることができる。
【００４２】
　また、他の方法としては、押出し加工で製造された板状の希土類磁石中間体のL方向軸
とW方向軸で形成される平面の寸法を調整しておく方法がある。すなわち、平面視矩形の
希土類磁石中間体を側面拘束なしの状態で上下からパンチ等で押圧して潰した場合、上下
のパンチと中間体の上下面との間に生じる摩擦力により、短辺に沿う方向への中間体の伸
びは長辺に沿う方向への伸びに比して高い伸びを示す。この作用を利用するべく、据え込
み加工時のW方向の伸び率/ L方向の伸び率が1～2.5の範囲となるように、押出し加工で製
造された板状の希土類磁石中間体のL方向とW方向の長さを調整し、寸法が調整された希土
類磁石中間体に据え込み加工を実施するものである。
【発明の効果】
【００４３】
　以上の説明から理解できるように、本発明の希土類磁石の製造方法によれば、熱間塑性
加工において、押出し加工、据え込み加工の順に熱間塑性加工をおこなうことで、押出し
加工の際に生じ易い押出し加工品（希土類磁石中間体）の中央領域の低歪み領域に対し、
次の据え込み加工によって高い歪みを付与することで、製造される希土類磁石の全領域に
対して良好に高歪みを付与することができ、もって配向度が高く、残留磁化の高い希土類
磁石を製造することができる。
【図面の簡単な説明】
【００４４】
【図１】（ａ）、（ｂ）の順で本発明の希土類磁石の製造方法の実施の形態１の第１のス
テップを説明した模式図である。
【図２】第１のステップで製造された成形体のミクロ構造を説明した図である。
【図３】（ａ）は製造方法の実施の形態１の第２のステップのうち、押出し加工方法を説
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明した模式図であり、（ｂ）は図３ａのｂ―ｂ矢視図である。
【図４】（ａ）は押出し加工によって製造された希土類磁石中間体の一部を切断している
状況を説明した模式図であり、（ｂ）は第２のステップにおける据え込み加工方法を説明
した模式図である。
【図５】押出し加工および据え込み加工の際の加工品の歪み分布を説明した図である。
【図６】製造された本発明の希土類磁石（配向磁石）のミクロ構造を説明した図である。
【図７】製造方法の実施の形態２の第２のステップを説明した模式図である。
【図８】加工率70%の押出し加工による希土類磁石の部位ごとの残留磁化向上率に関する
実験結果を示した図である。
【図９】加工率25%の据え込み加工による希土類磁石の部位ごとの残留磁化向上率に関す
る実験結果を示した図である。
【図１０】加工率70%の押出し加工および加工率25%の据え込み加工による希土類磁石の部
位ごとの残留磁化向上率に関する実験結果を示した図である。
【図１１】押出し加工の加工率と残留磁化の関係に関する実験結果を示した図である。
【図１２】押出し加工と据え込み加工それぞれの加工率と残留磁化の関係に関する実験結
果を示した図である。
【図１３】W方向の伸び率/L方向の伸び率と各方向の伸び率の関係を特定する実験結果を
示した図である。
【図１４】W方向の伸び率/L方向の伸び率と容易磁化方向の残留磁化：Brの関係を特定す
る実験結果を示した図である。
【図１５】面内異方性指数とC軸方向の残留磁化：Brの関係を特定する実験結果を示した
図である。
【図１６】W方向の伸び率/L方向の伸び率と面内異方性指数とC軸方向の残留磁化：Brの関
係を特定する実験結果を示した図である。
【図１７】L方向の伸びとW方向の伸びの差が大きな場合における、希土類磁石のL方向お
よびW方向の結晶組織のSEM像を示した図である。
【図１８】L方向の伸びとW方向の伸びの差が小さな場合における、希土類磁石のL方向お
よびW方向の結晶組織のSEM像を示した図である。
【発明を実施するための形態】
【００４５】
　以下、図面を参照して本発明の希土類磁石の製造方法の実施の形態を説明する。なお、
図示例はナノ結晶磁石である希土類磁石の製造方法を説明したものであるが、本発明の希
土類磁石の製造方法はナノ結晶磁石の製造に限定されるものではなく、結晶粒の相対的に
大きな焼結磁石（たとえば1μm程度の粒径のもの）等の製造に適用できることは勿論のこ
とである。また、図示例の第２のステップにおける押出し加工は、板状の中空を有する押
出しパンチを使用し、この押出しパンチで成形体を加圧して成形体の厚みを減じながら押
出しパンチの中空に成形体の一部を押出して板状の希土類磁石中間体を製造する加工方法
（後方押出し方法）であるが、図示例以外にも、板状の中空を有するダイスを使用してこ
のダイスに成形体を収容し、中空を具備しないパンチで成形体を加圧して成形体の厚みを
減じながらダイスの中空から成形体の一部を押出して板状の希土類磁石中間体を製造する
加工方法（前方押出し方法）であってもよいことは勿論のことである。
【００４６】
（希土類磁石の製造方法の実施の形態１）
　図１ａ、ｂはその順で本発明の希土類磁石の製造方法の実施の形態１の第１のステップ
を説明した模式図であり、図２は第１のステップで製造された成形体のミクロ構造を説明
した図である。また、図３ａは製造方法の実施の形態１の第２のステップのうち、押出し
加工方法を説明した模式図であり、図３ｂは図３ａのｂ―ｂ矢視図である。さらに、図４
ａは押出し加工によって製造された加工品の一部を切断して中間体を製造した状態を説明
した模式図であり、図４ｂは第２のステップにおける据え込み加工方法を説明した模式図
である。
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【００４７】
　図１ａで示すように、たとえば50kPa以下に減圧したArガス雰囲気の不図示の炉中で、
単ロールによるメルトスピニング法により、合金インゴットを高周波溶解し、希土類磁石
を与える組成の溶湯を銅ロールＲに噴射して急冷薄帯Ｂ（急冷リボン）を製作し、これを
粗粉砕する。
【００４８】
　粗粉砕された急冷薄帯のうち、最大寸法が200nm程度かそれ以下の寸法の急冷薄帯Ｂを
選別し、これを図１ｂで示すように超硬ダイスＤとこの中空内を摺動する超硬パンチＰで
画成されたキャビティ内に充填する。そして、超硬パンチＰで加圧しながら（Ｘ方向）加
圧方向に電流を流して通電加熱することにより、ナノ結晶組織のNd-Fe-B系の主相（50nm
～200nm程度の結晶粒径）と、主相の周りにあるNd-X合金（X:金属元素）の粒界相からな
る四角柱状の成形体Ｓを製作する（第１のステップ）。なお、REの含有割合は29質量%≦R
E≦32質量%であるのが望ましい。
【００４９】
　ここで、粒界相を構成するNd-X合金は、Ndと、Co、Fe、Ga等のうちの少なくとも１種以
上の合金からなり、たとえば、Nd-Co、Nd-Fe、Nd-Ga、Nd-Co-Fe、Nd-Co-Fe-Gaのうちのい
ずれか一種、もしくはこれらの二種以上が混在したものであって、Ndリッチな状態となっ
ている。
【００５０】
　図２で示すように、成形体Ｓはナノ結晶粒ＭＰ（主相）間を粒界相ＢＰが充満する等方
性の結晶組織を呈している。
【００５１】
　第１のステップで四角柱状の成形体Ｓが製造されたら、図３で示す押出し加工をおこな
った後、この押出し加工で製造された希土類磁石中間体に対して図４で示す据え込み加工
をおこない、この押出し加工および据え込み加工からなる熱間塑性加工によって希土類磁
石（配向磁石）を製造する（第２のステップ）。以下、第２のステップをより詳細に説明
する。
【００５２】
　まず、図３ａで示すように、ダイスＤａに第１のステップで製造された成形体を収容し
、高周波コイルＣｏでダイスＤａを加熱して加熱状態の成形体Ｓ’を形成する。なお、成
形体の収容に先んじて、ダイスＤａの内面や押出しパンチＰＤの板状の中空ＰＤａの内面
には潤滑剤を塗布しておく。
【００５３】
　板状の中空ＰＤａを具備する押出しパンチＰＤにて加熱状態の成形体Ｓ’を加圧し（Ｙ
１方向）、この加圧によって加熱状態の成形体Ｓ’はその厚みを減じながら一部は板状の
中空ＰＤａに押出されていく（Ｚ方向）。
【００５４】
　ここで、この押出し加工の際の加工率は、(t0-t1)/t0で表され、60～80%の加工率で加
工されるのが望ましい。
【００５５】
　この押出し加工により、図４ａで示す希土類磁石中間体Ｓ”が製造される。この希土類
磁石中間体Ｓ”のうち、厚みt1を有する板状の部分のみをカットし、正規の希土類磁石中
間体として次の据え込み加工に適用する。
【００５６】
　すなわち、図４ｂで示すように、上下のパンチＰＭ（アンビル）間に厚みt1の希土類磁
石中間体Ｓ”を載置し、高周波コイルＣｏでパンチＰＭを加熱し、希土類磁石中間体Ｓ”
を加熱しながら上方のパンチＰＭで希土類磁石中間体Ｓ”の厚み方向に加圧し（Ｙ１方向
）、その厚みを当初のt1からt2に減じることで配向磁石である希土類磁石Ｃが製造される
。
【００５７】
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　ここで、この据え込み加工の際の加工率は、(t1-t2)/t1で表され、10～30%の加工率で
加工されるのが望ましい。
【００５８】
　なお、熱間塑性加工の押出し加工および据え込み加工の際の歪み速度は0.1/sec以上に
調整されている。また、熱間塑性加工による加工率（圧縮率）が大きい場合、たとえば圧
縮率が10%程度以上の場合の熱間塑性加工を強加工と称することができる。
【００５９】
　押出し加工および据え込み加工の際の加工品の歪み分布を説明した図５から明らかなよ
うに、最初の押出し加工によって製造された希土類磁石中間体はその表面に高い歪み領域
が形成される一方で、その中心は低い歪み領域となり、外側の領域に比して中心の異方性
が不十分である。
【００６０】
　そこで、この希土類磁石中間体に据え込み加工をおこなうことで、表面の高い歪み領域
は維持されながら、中心の低い歪み領域に良好に歪みが付与され、中心も高い歪み領域と
なり、製造された希土類磁石は全体的に高い歪み領域を有するものとなる。
【００６１】
　このように、第２のステップにおいて、押出し加工、据え込み加工の順に熱間塑性加工
をおこなうことで、押出し加工の際に生じ易い希土類磁石中間体の中央領域の低歪み領域
に対し、次の据え込み加工によって高い歪みを付与することで、製造される希土類磁石の
全領域に対して良好に高歪みを付与することができ、もって配向度が高く、残留磁化の高
い希土類磁石を製造することができる。
【００６２】
　押出し加工および据え込み加工の２段階の加工からなる熱間塑性加工により、製造され
た希土類磁石Ｃ（配向磁石）は、図６で示すようにナノ結晶粒ＭＰが扁平形状をなし、異
方軸とほぼ平行な界面は湾曲したり屈曲していて、磁気的異方性に優れた希土類磁石Ｃと
なっている。
【００６３】
　図示する配向磁石Ｃに関し、RE-Fe-B系の主相（RE:Nd、Prの少なくとも一種、もしくは
これらの中間生成物であるDi(ジジム)）と、該主相の周りにあるRE-X合金（X:金属元素）
の粒界相からなる金属組織を有しており、REの含有割合が29質量%≦RE≦32質量%であり、
製造された希土類磁石の主相の平均粒径は300nmとなっているのがよい。REの含有割合が
上記範囲にあることで、熱間塑性加工時の割れの発生抑止効果が一層高く、高い配向度を
保証することができる。また、REの含有割合が上記範囲であることで、高い残留磁化を保
証できる主相の大きさが確保できる。
【００６４】
（希土類磁石の製造方法の実施の形態２）
　次に、図７を参照して希土類磁石の製造方法の実施の形態２を説明する。ここで、図７
は第２のステップの他の実施の形態を説明した模式図である。すなわち、製造方法の実施
の形態２の第１のステップは製造方法の実施の形態１と同様であり、第２のステップに改
良を加えたものである。
【００６５】
　第１のステップで製造された成形体Ｓは、容易磁化方向であるC軸方向と、このC軸方向
と直交する面を形成するL方向軸およびW方向軸を有している。なお、第２のステップの押
出し加工の際の押出し方向をこのL方向（L方向軸に沿う方向）、押出し加工の際の押出し
方向に直交する方向をW方向（W方向軸に沿う方向）とする。
【００６６】
　第２のステップの押出し加工によって製造された希土類磁石中間体Ｓ”（厚みt0）にお
いては、押出し加工の際の押出し方向がL方向であることから、W方向への伸びが僅かであ
るのに対してL方向への伸びは大きい（L0＞W0）。そのため、希土類磁石中間体Ｓ”にお
いて、L方向の磁気特性は大きく改善される一方でW方向の磁気特性の改善は少ない。そこ
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で、押出し加工に続く据え込み加工において、今度はL方向への伸びに対してW方向への伸
びを大きくすることにより（W1－W0＞L1－L0）、製造された希土類磁石Ｃ（厚みt1）のL
方向の磁気特性とW方向の磁気特性を同程度とし、L方向軸とW方向軸で形成される面内の
異方性を無くすことができる。そして、この結果、このL方向軸とW方向軸で形成される面
に直交する容易磁化方向（C軸方向）の異方性を高め、希土類磁石の残留磁化：Brを向上
させることが可能となる。
【００６７】
　そのために、希土類磁石中間体Ｓ”を収容する型の寸法を調整し、型に希土類磁石中間
体Ｓ”を収容して鍛造し、据え込み加工後の希土類磁石ＣのW方向の残留磁化Br(W)と、L
方向の残留磁化Br(L)の比で表される面内異方性指数：Br(W)/Br(L)が1.2以下となるよう
に据え込み加工時のL方向の伸びとW方向の伸びを調整する。
【００６８】
　ここで、面内異方性指数：Br(W)/Br(L)が1.2以下となるような据え込み加工時のW方向
の伸びとL方向の伸びの比率：W方向の伸び率/ L方向の伸び率は、およそ1～2.5の範囲と
なることが分かっている。そこで、このような双方の伸び率となるように据え込み加工の
際に使用する型の寸法を調整しておき、このように寸法の調整された型を利用して希土類
磁石中間体Ｓ”を鍛造することにより、W方向の伸びと L方向の伸びを精緻に制御するこ
とができる。
【００６９】
　また、面内異方性指数：Br(W)/Br(L)が1.2以下、もしくはW方向の伸び率/ L方向の伸び
率が1～2.5の範囲とするための他の方法として、押出し加工で製造された板状の希土類磁
石中間体のL方向軸とW方向軸で形成される平面の寸法を予め調整しておく方法がある。
【００７０】
　平面視矩形の希土類磁石中間体を側面拘束なしの状態で上下からパンチ等で押圧して潰
した場合、上下のパンチと希土類磁石中間体の上下面との間に生じる摩擦力により、短辺
に沿う方向への中間体の伸びは長辺に沿う方向への伸びに比して高い伸びを示す。この方
法は、このように長辺と短辺の伸びの違いを利用するものであり、据え込み加工時のW方
向の伸び率/ L方向の伸び率が1～2.5の範囲となるように、押出し加工で製造された板状
の希土類磁石中間体のL方向とW方向の長さを調整し、寸法が調整された希土類磁石中間体
に据え込み加工を実施するものである。
【００７１】
 [押出し加工と据え込み加工による効果を確認した実験とその結果]
　本発明者等は、押出し加工と据え込み加工の組み合わせにより、希土類磁石が全体とし
て残留磁化を向上できることを確認するための実験をおこなった。
【００７２】
（試験体の製造方法その１）
　希土類合金原料（合金組成はat％で、Fe-30Nd-0.93B-4Co-0.4Ga）を所定量配合し、Ar
雰囲気中で溶解した後、その溶湯をφ0.8mmのオリフィスからCrめっきを施したCu製の回
転ロールに射出して急冷し、合金薄片を製造した。この合金薄片をAr雰囲気中でカッター
ミルで粉砕篩し、0.2mm以下の希土類合金粉末を得た。次に、この希土類合金粉末を20×2
0×40mmのサイズの超硬ダイスに収容し、上下を超硬ポンチで封止した。次に、これをチ
ャンバーにセットし、10-2Paに減圧し、400MPaを負荷させ、高周波コイルで加熱して650
℃に加熱してプレス加工した。プレス加工の後、60秒保持してダイスから成形体（バルク
体）を取り出し、熱間加工用の成形体とした。
【００７３】
　次に、図３で示すダイスに成形体を収容し、高周波コイルでダイスを加熱し、ダイスか
らの伝熱によって成形体を800℃程度に昇温させ、ストローク速度25mm/sec（歪速度1/sec
程度）で加工率70%の押出し加工を実施した。その後、製造された中間体をダイスから取
り出し、図４で示すように板状の部分の中間体のみを切り出し、切り出した板状の中間体
を図４ｂで示すようにダイス（アンビル）上に載置し、同じく高周波コイルでアンビルを
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加熱し、ダイスからの伝熱によって中間体を800℃に加熱し、ストローク速度4mm/sec（歪
速度1/sec程度）で加工率25%の据え込み加工を実施して希土類磁石の試験体を得た。
【００７４】
　図８は加工率70%の押出し加工による希土類磁石の部位ごとの残留磁化向上率に関する
実験結果を示した図である。また、図９は加工率25%の据え込み加工による希土類磁石の
部位ごとの残留磁化向上率に関する実験結果を示した図である。さらに図１０は加工率70
%の押出し加工および加工率25%の据え込み加工による希土類磁石の部位ごとの残留磁化向
上率に関する実験結果を示した図である。
【００７５】
　図８より、押出し加工による加工品では、その表面の残留磁化に比して中心の残留磁化
は10%程度低くなっている。一方、図９より、据え込み加工による加工品では、その表面
の残留磁化に比して中心の残留磁化が逆に10%程度高くなっている。そして、図１０より
、これら押出し加工と据え込み加工による加工品は、その表面も中心も同程度の残留磁化
となっており、押出し加工の段階で残留磁化の低い中心付近の残留磁化が据え込み加工に
よって向上し、全体的に同程度の高い残留磁化を有する加工品となっていることが実証さ
れている。
【００７６】
[押出し加工、据え込み加工のそれぞれの加工率の最適範囲を特定するための実験とその
結果]
　本発明者等はさらに、押出し加工、据え込み加工のそれぞれの加工率の最適範囲を特定
するための実験をおこなった。この実験では、押出し加工と据え込み加工のそれぞれの加
工における加工率を種々変化させて試験体を製作し、それぞれの試験体の磁気特性（残留
磁化と保磁力）を測定した。押出し加工と据え込み加工のそれぞれの加工率とそれぞれの
試験体の磁気特性の結果を以下の表１に示す。また、図１１は表１の中から押出し加工の
みの場合を取り出してグラフ化したものであり、図１２は表１の結果を全てグラフ化した
ものである。
【００７７】
[表１]
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（注記）保磁力単位kOeをSI単位(kA/m)に換算する場合には79.6を乗じて保磁力を算出。
【００７８】
　表１および図１１より、押出し加工に関し、押出し加工の際の加工率が50%未満の範囲
では、押出し時点での残留磁化が低いために据え込み加工時の加工量が大きくなり、結果
として製造された希土類磁石の外周部に割れが発生する。一方、押出し加工の際の加工率
が80%を超える範囲（図１１の領域II）では、押出し時点での歪みが大きすぎるために結
晶組織に割れが発生し、結果として製造された希土類磁石の残留磁化が低下する。
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【００７９】
　対して、押出し加工の際の加工率が50%～80%の範囲（図１１の領域I）では希土類磁石
の残留磁化が最も高くなる。しなしながら、希土類磁石の中心部分の歪み量が低いために
この押出し加工のみでは希土類磁石の全ての領域を高い残留磁化とすることはできない。
なお、押出し加工の際の加工率50%の方が90%よりも残留磁化の値が小さいが、その後に据
え込み加工を加えることで残留磁化を高めることができ、また、押出し加工の際の加工率
が90%の場合は割れが生じてしまい、据え込み加工を加えることができない。
【００８０】
　そこで、加工率が50%～80%の範囲で押出し加工をおこなうとともに据え込み加工をおこ
なうものであるが、表１および図１２より、据え込み加工の際の加工率が10%未満の範囲
（図１２の領域II）では、希土類磁石の中心に歪みを十分に付与することができず、希土
類磁石の全ての領域を高い残留磁化とすることはできないことが、円柱モデルに対して単
純に据え込み加工をおこなった場合の歪み分布を評価する本発明者等によるCAE解析から
特定されている（その際の摩擦係数は0.3に設定）。
【００８１】
　一方、据え込み加工の加工率が50%程度よりも高い範囲では、希土類磁石の外周部にお
いて引張り応力に起因した割れが発生することが、領域IIと同様に本発明者等によるCAE
解析から特定されている。
【００８２】
　このように、本発明者等による実験とCAE解析の結果より、加工率が50～80%の範囲で押
出し加工を実施し、次いで加工率が10～50%の範囲で据え込み加工を実施することにより
、割れを生じさせることなく、全体的に高い残留磁化を有し、磁気特性に優れた希土類磁
石が得られることが実証されている。
【００８３】
[据え込み加工時のW方向の伸び率とL方向の伸び率を変化させた際の磁気特性を検証した
実験とその結果]
　本発明者等は、希土類磁石の容易磁化方向（C軸方向）への異方性を高め、このことに
よって残留磁化の高い希土類磁石を製造するに当たり、押出し加工時に生じた押出し方向
（L方向）とこれに直交する方向（W方向）の伸びの違いを据え込み加工時に緩和すること
により、押出し加工で製造された希土類磁石中間体のL方向軸とW方向軸で形成される平面
内における異方性を解消し、この平面に直交する方向（C軸方向）の異方性を高めること
ができるという技術思想に至った。そこで、据え込み加工時のW方向の伸び率とL方向の伸
び率が異なる５つの試験体を製作し、W方向の伸び率/L方向の伸び率と各方向の伸び率の
関係を特定し、さらに、W方向の伸び率/L方向の伸び率と容易磁化方向の残留磁化：Brの
関係を特定した。
【００８４】
（試験体の製造方法その２）
　試験体の製造方法に関し、板状の部分の中間体のみを切り出すまでは既述する試験体の
製造方法その１と同様であり、その後、高周波コイルでアンビルを加熱し、ダイスからの
伝熱によって中間体を800℃に加熱し、ストローク速度4mm/sec（歪速度1/sec程度）で加
工率30%の据え込み加工を実施して希土類磁石の試験体を得た。
【００８５】
　試験体に関し、図７で示す希土類磁石のW方向の伸び率/ L方向の伸び率：｛(W1－W0)/W

0}/｛(L1－L0)/L0}を0.4～2.5までの５段階に制御した。以下、表２に各試験体のW方向、
L方向の伸び率、W方向の伸び率/ L方向の伸び率等を示し、W方向の伸び/L方向の伸びと各
方向の伸び率の関係を図１３に示す。
【００８６】
[表２]
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【００８７】
　次に、５つの試験体の残留磁化（C軸方向の磁化）を測定した。測定結果を以下の表３
と図１４に示す。
【００８８】
[表３]

【００８９】
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　表１と図１４より、W方向の伸び率/ L方向の伸び率が1.0で変曲点を迎え、1.0～2.5の
範囲では高い値の残留磁化が保持されていることが確認できる。試験体No.3～5の残留磁
化が高いのは、L方向軸とW方向軸で形成される平面（C軸方向に直交する平面）内におけ
る面内異方性が小さくなっている結果である。
【００９０】
　なお、後述する別途の実験結果より、W方向の伸び率/ L方向の伸び率が2.5を超えた範
囲では面内異方性指数が1.20を超え、1.20以下とする規定範囲を逸脱することより、W方
向の伸び率/ L方向の伸び率の範囲は1.0～2.5の範囲が好ましい範囲であると規定できる
。
【００９１】
[面内異方性指数と残留磁化の関係、W方向の伸び率/ L方向の伸び率と面内異方性指数の
関係をそれぞれ特定した実験とそれらの結果]
　本発明者等は、多数の試験体を作成し、面内異方性指数と希土類磁石の残留磁化（C軸
方向の磁束密度）の関係を特定した。ここで、面内異方性指数とは、据え込み加工後の希
土類磁石のW方向の残留磁化Br(W)と、L方向の残留磁化Br(L)の比で表される面内異方性指
数：Br(W)/Br(L)のことである。実験の結果を図１５に示す。
【００９２】
　図１５より、面内異方性指数が1.2で残留磁化の変曲点を迎え、1.2以下の範囲では1.37
T前後の高い残留磁化が得られることが確認できる。この実験結果より、据え込み加工後
の希土類磁石のW方向の残留磁化Br(W)と、L方向の残留磁化Br(L)の比で表される面内異方
性指数：Br(W)/Br(L)が1.2以下となるように据え込み加工時のL方向の伸びとW方向の伸び
を調整するものとした。
【００９３】
　次に、W方向の伸び率/ L方向の伸び率と面内異方性指数の関係についても検証した。実
験結果を図１６に示す。
【００９４】
　図１６より、W方向の伸び率/ L方向の伸び率と面内異方性指数の相関グラフと面内異方
性指数1.2以下の範囲と、既述するW方向の伸び率/ L方向の伸び率の範囲1.0～2.5はほぼ
一致する。そして、W方向の伸び率/ L方向の伸び率が2.5を超える範囲では面内異方性指
数が1.2を超えることが想定される。この結果より、面内異方性指数：Br(W)/Br(L)が1.2
以下となるように据え込み加工時のL方向の伸びとW方向の伸びを調整する、あるいは、据
え込み加工時のW方向の伸び率とL方向の伸び率の比率：W方向の伸び率/ L方向の伸び率が
1～2.5の範囲となるようにL方向の伸びとW方向の伸びを調整するものとした。
【００９５】
[面内異方性指数の異なる試験体の組織観察とその結果]
　本発明者等はさらに、表２，３で示す各試験体の面内異方性指数を特定した。その結果
を以下の表４に示す。また、面内異方性指数が1.2を超える試験体No.1と1.2以下の試験体
No.4の組織を観察した。それぞれのSEM像を図１７，１８に示す。
【００９６】
[表４]
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【００９７】
　図１７のSEM像より、面内異方性指数が1.2を超える試験体No.1では、L方向の配向状態
は良好である一方でW方向の配向状態は悪く、結果としてC軸方向の残留磁化は1.337と低
い値となっている。
【００９８】
　一方、図１８のSEM像より、面内異方性指数が1.2以下の試験体No.4では、L方向の配向
状態、W方向の配向状態は同程度の配向状態であり、結果としてC軸方向の残留磁化は1.37
0と高い値となっている。
【００９９】
　この観察結果より、面内異方性指数が1.2以下と低く、面内の２軸の配向状態が同程度
である場合に、C軸方向の残留磁化が1.37前後と高い希土類磁石が得られることが確認さ
れた。
【０１００】
　以上、本発明の実施の形態を図面を用いて詳述してきたが、具体的な構成はこの実施形
態に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲における設計変更等があっ
ても、それらは本発明に含まれるものである。
【符号の説明】
【０１０１】
　Ｒ…銅ロール、Ｂ…急冷薄帯（急冷リボン）、Ｄ…超硬ダイス、Ｐ…超硬パンチ、ＰＤ
…押出しパンチ（アンビル）、ＰＤａ…板状の中空、Ｄａ…ダイス、Ｃｏ…高周波コイル
、ＰＭ…パンチ（アンビル）、Ｓ…成形体、Ｓ’…加熱状態の成形体、Ｓ”…希土類磁石
中間体、Ｃ…希土類磁石（配向磁石）、ＲＭ…希土類磁石、ＭＰ…主相（ナノ結晶粒、結
晶粒、結晶）、ＢＰ…粒界相



(18) JP 6044504 B2 2016.12.14

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】 【図５】



(19) JP 6044504 B2 2016.12.14

【図６】 【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】



(20) JP 6044504 B2 2016.12.14

【図１１】 【図１２】

【図１３】

【図１４】

【図１５】

【図１６】



(21) JP 6044504 B2 2016.12.14

【図１７】 【図１８】



(22) JP 6044504 B2 2016.12.14

10

20

30

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
   Ｂ２２Ｆ   3/14     (2006.01)           Ｂ２２Ｆ    3/20     　　　Ｃ        　　　　　
   Ｂ２２Ｆ   3/00     (2006.01)           Ｂ２２Ｆ    3/14     　　　Ｄ        　　　　　
   Ｃ２２Ｃ  38/00     (2006.01)           Ｂ２２Ｆ    3/00     　　　Ｆ        　　　　　
   　　　　                                Ｃ２２Ｃ   38/00     ３０３Ｄ        　　　　　

(72)発明者  庄司　哲也
            愛知県豊田市トヨタ町１番地　トヨタ自動車株式会社内
(72)発明者  真鍋　明
            愛知県豊田市トヨタ町１番地　トヨタ自動車株式会社内
(72)発明者  池田　悠哉
            愛知県豊田市トヨタ町１番地　トヨタ自動車株式会社内

    審査官  馬場　慎

(56)参考文献  特開平１－２４８５０３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平５－１２９１２８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平５－１６６６５５（ＪＰ，Ａ）　　　
              坂本洋一（他３名），面異方性MnAlC磁石，National Technical Report，株式会社オーム社，１
              ９８２年１２月１８日，第28巻 第6号，1171-1180頁

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｈ０１Ｆ　　４１／０２　　　　
              Ｂ２２Ｆ　　　３／００　　　　
              Ｂ２２Ｆ　　　３／１４　　　　
              Ｂ２２Ｆ　　　３／２０　　　　
              Ｃ２２Ｃ　　３３／０２　　　　
              Ｈ０１Ｆ　　　１／０５７　　　
              Ｈ０１Ｆ　　　１／０８　　　　
              Ｃ２２Ｃ　　３８／００　　　　
              Ｂ２２Ｆ　　　３／１７
              Ｃ２２Ｃ　　２８／００


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

